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１、スーパーシティの迅速な実現 

〇「スーパーシティ」は、国・自治体・社会にまたがりデジタル変革

とデータ活用の最先端モデルを構築しようとするものであり、「デ

ジタル庁」の目指すビジョンと重なる。「デジタル庁」の先駆プロ

ジェクトと位置付け、デジタル担当とも緊密に連携し、推進のスピ

ードを上げるべきである。 

〇例えば、税・社会保険・給付に関する業務でのデータ共有、医療・

薬剤・健康管理に関するデータ共有など、具体的なサービスイメー

ジの設計を自治体・民間事業者とともに急ぐべきである。 

 

２、特区の規制改革の全国展開 

〇国家戦略特区の制度創設から 7 年が経過し、特例措置の全国展開

を本格的に進めなければならない時期である。特例措置創設から

一定期間経過したものは全国展開を原則とし、また、規制改革推進

会議とも連携して、強力に推進すべきである。 

〇特に養父市で５年間の時限措置（2021 年 8 月まで）として実施さ

れている「企業の農地取得」特例は、迅速に継続することを決定し、

全国に展開すべきである。 
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